
資料２

高速自動車国道の評価結果について

１．新直轄方式について

（１）新直轄方式の経緯

民営化推進委員会意見書及び政府・与党申し合わせにおいて、国と地方

の負担による高速国道整備について提案されたこと等を受け、本年の通常

国会において、新直轄方式による高速国道整備に関する法律改正を制定。

（平成１５年５月１２日改正法の施行）

（平成１４年１２月６日）〔民営化推進委員会意見書〕
「７（２）オ 新会社の採算を超える部分について、その財源は国及び地方公共団

。 、 、体が負担する このため 高速自動車国道や都市高速道路の建設において

合併施行方式による建設など、国、地方公共団体等の費用負担を前提にし

た新たな制度を、政府において早急に検討する 」。

（平成１４年１２月１２日）〔政府与党申し合わせ－抜粋－〕
「２．② 新直轄方式の導入

新会社による整備の補完措置として、必要な高速道路を整備するため、

国と地方の負担（国：地方＝３：１）による新たな直轄事業を導入する。

③ この直轄による整備は、できる限り少ない財政負担で高速道路ネットワ

ークを整備する観点から、約３兆円を現時点での目安とし、今後の交通需

要、金利動向等を踏まえ、必要に応じ見直すものとする。また、対象とす

る路線は、料金収入により管理費が賄えない路線など、新会社による整備

・管理が難しいと見込まれる区間とする 」。

（２）新直轄方式で整備する区間選定の考え方

高速国道の評価手法に基づき、必要性を厳格に検証。評価結果を公表す

るとともに、関係都道府県から、整備方式（新直轄方式あるいは有料道路

方式）に関する要望を聴取。これらを踏まえ、国土交通省にて原案を作成

し、国幹会議の議を経て、新直轄方式に切り替わる区間を選定。
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２．高速国道整備の考え方

高速国道の予定路線（国幹道法等で規定）　　１１，５２０ｋｍ

整備計画決定区間　　９，３４２ｋｍ

供用区間注　
７，１９７ｋｍ

いわゆる「中村基準」に基づき、

必要性を厳格に検証

注　平成１４年度末

　　　平成１５年度末見込み

　　　　　供用区間　　　７，３４３ｋｍ
　　　　　未供用区間　１，９９９ｋｍ

未供用区間注　　２，１４５ｋｍ

並行する一般国道の自専道として整備
（既供用注　５３２ｋｍ、事業中注　４１１ｋｍ）

新組織の自主的判断を尊重

新直轄方式新組織による整備

地方公共団体の意見地方公共団体の意見

国幹会議の議を経て決定（第２次）
国幹会議の
議を経て

決定（第１次）

新組織の設立委員の意見新組織の設立委員の意見

基本原則
①民営化委員会の提案を踏まえた厳格な評価　　
　基準に基づき、整備計画区間のうち未供用区間　
　について抜本的に見直し
②Ｂ／Ｃの小さい路線・区間は、更に構造・規格の
　抜本的見直し等、総合的に再検討
　⇒直ちに全てを建設するということにはならない
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平成１７年度中の民営化までに、
公団が供用

○構造・規格の見直しなど、　
　更なるコスト削減を　　　　　
　地元と一体となって検討
○検討結果によっては、　　　
　整備計画の変更もあり得る



３．高速国道の評価手法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（３）評価指標の考え方 

① 費用対便益 

高速国道の建設費及び管理費に対する、高速国道整備による便益額の割合
（１．０を超えれば社会的にみて整備する意義あり） 

【便益額の内訳】 
○ 走行時間の短縮 
○ 走行経費の減少 
○ 交通事故の減少 

 

② 採算性の算出 

 料金収入で返済できる建設費の割合  ＝ 投資限度額比率 
 

③ その他外部効果の算出 

 費用換算が困難な効果を定量化（全１６指標） 
 （例）高度な医療施設までの搬送時間の短縮効果 
    物流拠点へのアクセス時間の短縮効果 
    自動車からのＣＯ２排出量の削減効果 
 

④ 評価の総合化 

 ・費用対便益、採算性、その他外部効果で総合評価 
 

 （参考）重み付け一覧 

 
評価手法検討委員会  
に よ る 重 み 付 け 

地 方 公 共 団 体 
に よ る 重 み 付 け 

民営化推進委員会 
に よ る 重 み 付 け 

費 用 対 便 益 ３９％ ２８％ ３６％ 

採 算 性 ２５％ ２３％ ３６％ 

外 部 効 果 ３６％ ４９％ ２８％ 

 

計 画 
見直し 

【有料道路としての管理費を賄えるか】 

料金収入 － 管理費 ＞ ０ 

NO 

評価の総合化 

事業としての 
必要性の検証

YES 

NO 

有料道路として 
の適格性の検証 

【客観的な指標に基づく評価】  
・ 費用対便益 （事業進捗を考慮） 
・ 採算性 
・ その他外部効果  

による評価 

【社会的便益が費用※を上回るか】 
社会的便益 － 費用※ ＞ ０ 

［ 事業を継続するか否か ］ 

YES 

新組織／公団 
による整備 

新直轄方式 
による整備 

無料が望ましい 
路線・区間 

有料が望ましい 
路線・区間 

STEP3 

STEP2 

（１）評価手法の経緯 
① 民営化推進委員会において、「建設中高速道路の取扱判断基準（案）」

（いわゆる「中村基準」）が提言される。 
② 同提言を踏まえ、国土交通省が、高速国道の評価手法について、「道路

事業評価手法検討委員会」（委員長：森地茂教授）を設置し、地方公共
団体や広く国民からも意見を聴きながら、国土交通省がとりまとめ。
（基本的な考え方はいわゆる「中村基準」と同じ） 

（２）評価手法の流れ 

整備手法の 
振り分け 

STEP4 

有料道路 
方式による 
整備が困難 
な区間 

構造・規格

の 抜 本 的

見直し等

総合的に

再検討 

 構造規格の見直しなど 

更なるコスト縮減を 

地元と一体となって検討 

STEP1 

※ いわゆる「中村基準」では事業の
進捗を考慮して「残費用」として
いたが、より厳格な評価を行う観
点から「全費用」を使用 

ガソリン消費量等の減少 
一般道路と比較して事故率の低い高速道路の
利用による事故数の減少 
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